
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（注）　人件費には、特別職に支給される給料・報酬などを含みます。

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数は、１７年４月１日現在の人数です。

(3) 特記事項
１　新城市は、平成１７年１０月１日に合併（旧新城市、旧鳳来町、旧作手村が対等合併）しているため、合併日より
　前の時点におけるデータはありません。
　　また、１７年度決算数値、各手当の支給実績は、合併前団体の計及び新市の合算数値です。
２ 空欄としている事項については、後日掲載予定です。

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１８年４月１日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（2) 職員の初任給の状況（１８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

（注）　１　「平均給料月額」とは、平成１８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの

　　　　　諸手当込みのものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　　

　　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等

170,200

―

一般行政職

138,400

　　　　　の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

―

　　計　　Ｂ

千円千円

人　

実 質 収 支

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

21,727,961

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費職員数

　　　　　　Ａ

平 均 年 齢

　　　　　　％

811,255 5,663,389

給与費 B/A

一人当たり

52,467

技能職員

労務職員

技能労務職

高　校　卒

大　学　卒

国愛　知　県

170,200 170,200

138,400138,400

151,000

145,100

―

――

新　城　市区　　　　　分

区　　分

52.06

1,013,749

新城市

愛知県

44.00

類似団体

国

平均給与月額

4,015,299

　　　　　人 千円 千円 　　　　　千円

― 2,350,696 650,854

17年度

418,947

　　　　　　―

国

（参考）

区　　分

26.1

17年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

Ｂ／Ａ

人 件 費 率区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（１７年度末）

新城市の給与・定員管理等について

人 件 費

　　　　　　Ｂ １６年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

―

新城市 248,874

平均給与月額

（国ベース）

区　　分 平均給料月額平 均 年 齢

44.90 376,832

―40.40 328,477

397,276

446,631

381,212

平均給料月額 平均給与月額

335,861

平均給与月額

（国ベース）

278,168283,045

318,595―

類似団体

愛知県

286,50048.40
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（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（１８年４月１日現在）

（注）１　新城市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（１７年度支給割合） （１７年度支給割合） （１７年度支給割合）

期末手当　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

（2) 退職手当（１８年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

2～20％加算 2～20％加算

（退職時特別昇給　　　　なし　　　　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１７年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当

（１８年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

（注）　「支給実績」は平成１７年度における調整手当としての額です。

該当者なし

区　　　　分

256,000

220,400

該当者なし 該当者なし

1,811 20,424

300,400

260,100

該当者なし

支給対象職員数

25

1,003

11

上記以外

医　師

支給対象地域

6

47.50

59.28

30.55

支給率

59.28

定型的な業務を行う主事・技師

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

支給実績（１７年度決算）

　　　　　３４　人

11,465

―

33.50

　　　１４．７　％

　　　１１．０　％

　　　２１．８　％

経験年数２０年

337,600

該当者なし

281,000

該当者なし

構成比

　　　　３．７　％

中　学　卒

3.0

主任

23.50

　　　　　４２　人

標準的な職務内容 職員数

部長

１人当たり平均支給額（１７年度）

0

２　　級

３　　級

６　　級

主査

５　　級

７　　級

副課長

４　　級

副部長・課長

大　学　卒

3.0 1.45

高度の知識又は経験を必要とする業務
を行う主事・技師

　　　　　６８　人

新　　　　　城　　　　　市

　　　　　５６　人

1,563

国の制度（支給率）

11

―

　　　　　８３　人

　　　　　８４　人

１　　級

区　　分

経験年数１５年

　　　　　１４　人

　　　２２．１　％

経験年数１０年

１人当たり平均支給額（１７年度）

国新　　　　　　　　　　　城　　　　　　　　　　　市

高　校　卒

高　校　卒技能労務職

一般行政職

　　　１７．８　％

3.01.45

愛　　　　　知　　　　　県 国

　　　　８．９　％

1.45

1.6 0.75 1.6 0.75 1.6 0.75

41.34

59.28

23.50

33.50

47.50

59.28

30.55

41.34

59.28

59.28

2



 (4) 特殊勤務手当（１８年４月１日現在）

千円

　円

　％

災害応急作業等手当

正規の勤務時間外に救急医療業務に従事するため、
作手診療所の転送電話を所持して待機をしたとき

年末年始（１２月２９日から翌年１月３日まで）に勤務し
たとき

異常な自然現象により重大な災害が発生若しくは発生
のおそれのある現場で応急作業若しくは応急作業の
ための災害状況の調査に従事したとき

夜間看護等手当
深夜に市民病院に勤務し、看護に従事したとき
（深夜の全部）

左記の業務に従事した市民病院の
医療職給料表（三）の適用を受ける
職員

１回　６，８００円

正規の勤務時間以外に救急医療業務に従事したとき
左記の業務に従事した市民病院の
医療職給料表（二）又は医療職給料
表（三）の適用を受ける職員

１回　１，２４０円

深夜に市民病院に勤務し、看護に従事したとき
（４時間以上）

左記の業務に従事した市民病院の
医療職給料表（三）の適用を受ける
職員

１回　３，３００円

正規の勤務時間外に救急医療業務に従事するため、
待機をしたとき

病理検査手当
感染症に感染又は感染のおそれのある検体の病理検
査に従事したとき

左記の業務に従事した臨床検査技
師又は衛生検査技師 日額　２３０円

放射線取扱手当
エックス線その他の放射線等を人体に照射する作業
に従事したとき

左記の業務に従事した診療放射線
技師又は診療エックス線技師 日額　２３０円

診療行為に従事したとき 作手診療所の医師
深慮所の診療収入の５％の範囲内で市長の
定める額

診療手当
診療行為に従事したとき 市民病院の医師及び歯科医師

市民病院の診療収入の５％の範囲内で市長
の定める額

１回　８００円

深夜に市民病院に勤務し、看護に従事したとき
（２時間未満）

左記の業務に従事した市民病院の
医療職給料表（三）の適用を受ける
職員

１回　２，０００円

深夜に市民病院に勤務し、看護に従事したとき
（２時間以上４時間未満）

左記の業務に従事した市民病院の
医療職給料表（三）の適用を受ける
職員

１回　２，９００円

有害薬品取扱手当 有害薬品の取扱業務に従事したとき 左記の業務に従事した職員

施設維持待機手当
正規の勤務時間外に漏水等に対処するため、待機を
したとき

左記の業務に従事した職員

坑内作業手当 坑内で指導監督等に従事したとき 左記の業務に従事した職員 日額　４５０円

道路上作業手当
車両通行下における道路上で、道路等施設の保守作
業に従事したとき

左記の業務に従事した職員 日額　３００円

用地交渉手当
正規の勤務時間外に、臨宅用地買収交渉業務に従事
したとき

左記の業務に従事した職員 日額　６５０円

炉内・ピット内で清掃業務に従事したとき 左記の業務に従事した職員 日額　１，０００円

斎場手当
斎場における火葬作業又は霊柩車運送作業に従事し
たとき

左記の業務に従事した職員 日額　１，７００円

ごみの収集作業に従事したとき 左記の業務に従事した職員 日額　６００円

し尿の収集処理作業に従事したとき 左記の業務に従事した職員 日額　７００円

防疫等作業手当
感染症発生現場で事故処理又は消毒作業に従事し
たとき

左記の業務に従事した職員 日額　２９０円

異常な自然現象により重大な災害が発生若しくは発生
のおそれのある現場で巡回監視等に従事したとき

左記の業務に従事した職員

行旅死亡人取扱手当 行旅死亡人の収容作業従事したとき 左記の業務に従事した職員

廃棄物収集処理手当
道路上等で遺棄された犬、ねこ等の動物の死体、危険
物等の収集作業に従事したとき

左記の業務に従事した一般事務職
員

収集処理手当

炉内作業手当

夜間消防業務手当 深夜に消防署に勤務したとき 左記の業務に従事した消防職員

左記の業務に従事した作手診療所
の医療職給料表（二）又は医療職給
料表（三）の適用を受ける職員

医療待機手当
１回　１，４００円

手当の種類（手当数）

主な支給対象職員

左記の業務に従事した職員 日額　２００円

１件　１，０００円

左記の業務に従事した職員

左記の業務に従事した職員

左記の業務に従事した職員

左記の業務に従事した職員

生活保護の現業業務に従事したとき

滞納処分による臨宅差押、差押物件の引上げ、公売
処分に従事したとき

年末年始業務手当

支給実績（１７年度決算）

賦課調査手当 市税の課税資料に関する現場調査に従事したとき

滞納整理手当
滞納整理のため臨宅徴収業務に従事したとき

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（１７年度）

手当の名称 主な支給対象業務

福祉事務所現業員手当

日額　７３０円

日額　２５０円

―

―

11,465

日額　４００円

日額　４８０円

左記職員に対する支給単価

左記の業務に従事した市民病院の
医療職給料表（二）又は医療職給料
表（三）の適用を受ける職員

１回　２，１００円

１回　７３０円

左記の業務に従事した福祉事務所
の査察指導員及び現業員

１件　３，０００円

１件　３００円

22種類

日額　３００円

１時間　５００円
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（１８年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（１８年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円

円

円

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

409,000

給料月額×在職月×３５／１００

　　（１７年度支給割合）

740,000

925,000

支 給 実 績 （ １ ６ 年 度 決 算 ）

扶養手当 同じ

・配偶者　１３，０００円
・配偶者を除く扶養親族
 　　２人まで１人６，０００円
 　　３人から１人５，０００円
 　　１６歳から２２歳まで
 　　の者
 　　　１人　５，０００円加算

698,000

775,000

―

―

489,000

―

―

千円 ―

任期ごと

任期ごと

―

千円

千円

千円

千円

―

千円

千円

1,001

― 3,075

国の制度と
（１７年度決算）手　当　名

・持家（新築・購入から
 　　　　５年間のみ）
　　　　　　　２，５００円
・借家（家賃１２，０００円を
 　　　　超える場合のみ）
 限度額　２７，０００円

住居手当

・交通機関利用
 　　６か月定期券等に
　　 よる運賃相当額
・交通用具利用（片道
 　　２㎞以上のみ）
 　　最高　２４，５００円

異なる内容

同じ

異なる通勤手当

管理職手当

管理職員特別勤務手当 ―

―

支給職員１人当たり

―

―

118,829

平均支給年額
国の制度
との異同

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ７ 年 度 決 算 ）

内容及び支給単価

―

―

―

（１７年度決算）

―

千円

助 役

副 議 長

議 員

給料月額×在職月×２５／１００

―

15,540,000

9,300,000

―

（参考）類似団体における最高／最低額

　　（１７年度支給割合）

372,000

収 入 役

議 長

報

酬

副 議 長

市 長

議 員

同じ

給

料

勤務１回　４，２００円宿日直手当

区 分

市 長

3.35

支 給 実 績 （ １ ７ 年 度 決 算 ）

26,024

―

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ６ 年 度 決 算 ）

距離区分
及び手当
額の相違

―休日勤務手当 同じ

部長相当職　　 給料月額×１６％
副部長相当職　給料月額×１５％
課長相当職　　 給料月額×１４％
副課長相当職  給料月額×１２％

部長職             ８，０００円
副部長・課長職　６，０００円
副課長職　        ４，０００円

勤務１時間当りの支給額×１３５／１００

―

収 入 役

備　　　　考

退
職
手
当

市 長

助 役

助 役

収 入 役

勤務１時間当りの支給額×２５／１００夜間勤務手当

期
末
手
当

議 長

3.35

86,124

―

支給実績

同じ

67,216―

59,842

― 23,193

9,256

給 料 月 額 等

―
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1,000人当たり職員数 　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数 　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数 　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

（2)年齢別職員構成の状況（１８年４月１日現在）

(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間です。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示します。                                              

△ 4

３市町村合併による。

３市町村合併による。
３市町村合併による。

３市町村合併による。

３市町村合併による。
３市町村合併による。

△ 3
△ 7

1

△ 6
15

169

123
23

2

34
11

126
30

労働

農林水産
商工

47

△ 10.2

△ 112

― 9881,100 1,028

△72　（64.3％）△ 72

計

公 営 企 業 職員数

等 会 計

職員数

増 減 1

１７年 １８年

教　育

消　防 職員数 119

増 減

120

計画始期

小　計

平成22年4月1日 純減数

1,100 988 △ 112

平成17年4月1日

議会

純減率

職員数 職員数

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

その他

[       ―          ］

合　　計

23

総務

土木

衛生

1

40

民生

税務

＜参考＞

8.96

職員数
1011

人 人

56 115

19.59

△ 1
4.02

増 減

36

水道 21

普
通
会
計
部
門

1,100

△ 2

増 減 △ 45

392

小　計

病院

下水道

211

一
般
行
政
部
門

計

△45　（140.6％）

＜参考＞

91

△ 26

△ 12

増 減

職員数

職員数

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

一般行政 ―

３年目２年目 数値目標

１７年～２２年１９年 ２０年

347

115 90

496 470

１年目

93

55歳43歳 47歳 51歳23歳 27歳 31歳

人

59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人

39歳

～ ～ ～ ～

56歳 60歳44歳 48歳20歳 20歳 24歳 28歳

～

52歳
～ ～

40歳

教育部門

区　分

32歳 36歳

35歳

～ ～

未満

～

392

212

496

消防部門 119
93

8

△ 32

　△26　（37.7％） △ 69

―

1　（100.0％） 1

人 人

78 145

427

（参考）

計

9896 133

― 360

0

― 81

△2　（16.7％）

120

　　　　　　　　区　　分

　部　　門 平成１７年 平成１８年

職 員 数

52
177

＜参考＞

2 ３市町村合併による。

1 ３市町村合併による。
△ 8

３市町村合併による。

347

△ 41

29 △ 7
13 112

323
３市町村合併による。

282

[  　1,173　   ］ [    ―    ］

３市町村合併による。

1,028

120 1

2

△ 2

91 △ 2

470 △ 26

6

49

53

対前年
増減数

主 な 増 減 理 由

計

人

1,028

３市町村合併による。

３市町村合併による。
△ 45
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